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福島第一原子力発電所事故による避難指示解除後の自殺死亡率

モニタリングと被災自治体と協働した自殺・メンタルヘルス対策の実践
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目的 2011年の福島第一原子力発電所事故による住民の精神的健康度の指標として，避難区域の自

殺死亡率の動向を継続的に把握しており，2015年時点で避難指示が解除された市町村で上昇し

ていることを確認した。そのため，1. 2017年 4 月までに避難指示が解除された区域の自殺死

亡率のモニタリングを行い，2. 避難指示解除後に自殺死亡率の上昇の懸念のある福島県飯舘

村を対象に，住民の自殺予防，精神的健康の向上を目的とした対策を展開した。

方法 1. 自殺死亡率のモニタリング人口動態調査を基に，2017年 4 月までに大部分の地域で避

難指示が解除された 8 市町村を対象に，自殺死亡率の推移を検討した。2. 福島県飯舘村を対

象とした避難指示解除後の自殺・メンタルヘルス対策以下の 3 つの内容で対策を展開した。

1）精神的健康度や自殺念慮に関するスクリーニングおよび個別支援，2）住民リーダーや支援

者へのゲートキーパー養成講座を通じた地域づくり，3）被災自治体の職員への技術的支援

（スクリーニングおよびハイリスク者支援，地域自殺対策計画策定に向けた住民の健康課題の

抽出や事業整理および一般職員向け研修）。

活動内容 1. 避難指示解除区域の男性の自殺死亡率は低い状況から一転し，解除開始後の2015年

から 3 年間全国よりも高い状況が続いた。女性では2013年以降全国水準よりも高く，とくに避

難指示解除が進んだ2017年は全国よりも有意に高い状況であった。2. およそ4,800人の住民を

対象に行ったスクリーニングでは，精神的健康度，ソーシャルサポート，1 年以内の自殺念慮

などを総合的に判断してハイリスク者を選別し，個別支援を行った。地域自殺対策計画策定に

向けた住民の健康課題の抽出では「子ども家族との再同居で気を遣う」，「かつての仲間が村に

はおらず孤独」など，仮設住宅からの転居の影響による，避難指示解除後に特徴的な課題が浮

き彫りになった。その状況を踏まえ，様々な理由で精神的健康が損なわれている住民と接する

機会の多い自治体一般職員向け自殺研修を開催した。

結論 避難指示解除区域の自殺死亡率のモニタリングや，コミュニティーの再分離といった避難指

示解除後に特徴的な背景を踏まえ，地域づくりを意識したゲートキーパー養成，被災自治体の

一般職員に対する研修を行った。解除後の自殺死亡率の上昇を踏まえ，当該地域での対策をよ

り一層強化していく必要がある。
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 は じ め に

2011年 3 月に発生した東日本大震災および東京電

力福島第一原子力発電所事故（以下「原子力発電所

事故」という。）では，福島県内の避難区域に居住

していた住民が避難を余儀なくされ，県内外の応急

仮設住宅や借上げ住宅等に長期にわたる避難生活を

強いられた。この長期にわたる避難生活により，生

活拠点，家族構成の変化に伴うライフスタイルや家

族内での役割の変化，被災前から続いていたコミュ

ニティーの分離などにより精神的健康が損なわれ

た1,2)。また，被災直後では精神疾患患者の医療の

継続3)や，住民の災害によるトラウマ反応や喪失体
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験，中長期では不眠やうつ，アルコール依存といっ

た課題3～5)，さらには復興期では帰還や新たな生活

拠点への転居に伴うコミュニティーの再分離やそれ

に伴う孤立6)など，被災後の時間経過により，被災

者の抱える精神的健康課題は変化した。このような

被災者の精神的健康状態の指標の一つとして，筆者

らは避難区域内の自殺死亡率の動向を継続的に把握

しており，2015年12月末時点では，全域が避難区域

に指定されている町村より，すでに避難指示が解除

された市町村の方が，震災後中長期において自殺死

亡率が上昇していることを確認した7)。2017年 4 月

までに10市町村（自治体内に一部帰宅困難区域も含

む）で避難指示が解除されたが，解除後の自殺死亡

率上昇の懸念から，避難指示解除後の住民への継続

的な支援および自殺・メンタルヘルス対策がより一

層求められることが想定される。しかし，原子力発

電所事故による避難指示解除という，被災後長期間

経過し復興に向かう時期に着目した自殺・メンタル

ヘルス対策についてこれまで報告はなされていない。

そこで，今回は原子力発電所事故による避難指示

が解除された区域の自殺・メンタルヘルス対策の基

礎資料とするため，自殺死亡率モニタリングを行っ

た。あわせて，全村域が避難区域に指定され，2017

年 3 月末に一部を除き避難指示が解除された福島県

飯舘村を対象地域とし，避難指示解除後の自殺・メ

ンタルヘルス対策を被災自治体と協働し展開した。

この活動は，環境省科学研究費補助金「被災地域に

おける生涯を通じた健康支援システムの構築とその

効果の検討」の一環で実施されており，避難指示解

除後の自治体における住民の精神面での健康課題を

明確化にし，自殺・メンタルヘルス対策に関わる人

材や組織でその課題を共有し，その対策につなげて

いくことを目的としている。そのため，避難指示解

除後に住民の抱える精神的健康課題へ対応し，結果

として自殺者数増加に抑制につなげられるよう，被

災自治体と協働して自殺・メンタルヘルス対策を実

施したので，その活動内容を報告する。

 方 法

今回の報告は，1. 避難指示解除区域の自殺死亡

率モニタリングおよび 2. 被災自治体を対象とした

避難指示解除後の自殺・メンタルヘルス対策から構

成されている。とくに，2. の対策については，先

行研究7)の結果より，避難指示解除後の自殺死亡率

の上昇への懸念があったことから，筆者らが2016年

に飯舘村健康福祉課に提案し，避難指示が解除され

た2017年から実施された。その内容は，1）住民健

診の場を活用した精神的健康度や自殺念慮に関する

スクリーニングおよび個別支援，2）住民リーダー

や支援者へのゲートキーパー養成講座を通じたコ

ミュニティーづくりおよび 3）被災自治体への技術

的支援からなり，スクリーニングやハイリスク者へ

の個別支援，ゲートキーパー養成講座は被災自治体

である飯舘村の事業として実施され，避難指示解除

区域内の自殺死亡率モニタリングおよび被災自治体

への技術支援は福島県立医科大学公衆衛生学講座が

行った。（図 1）。

. 避難指示解除区域内の自殺死亡率モニタリ

ング

既述の通り，避難指示が解除あるいは一部地域の

み避難区域に指定された市町村において，2012年 2

月以降，自殺死亡率が一貫して上昇傾向にあること

を確認した7)。そこで，避難区域内のうち，2017年

4 月までに避難指示が解除された市町村（以下「避

難指示解除区域」とする。）を対象とし，改めて

2017年よりその動向を分析した。今回の対象から，

他の市町村より避難指示解除時期が早かった広野町

（2012年 4 月）と，全人口のうち避難区域の人口が

少ない田村市（380人/全人口41,662人）を除いた

（図 2）。

自殺死亡数のデータは，公表されている人口動態

調査データ8)をもとに2009年から2017年の年別自殺

死亡率を算出し，あわせて標準化死亡比（Stan-

dardized Mortality Ratio, SMR）（基準全国値）を

算出した。なお，人口動態調査の死亡数は避難先が

事故前の市町村と異なる場合でも住民票を異動しな

いかぎり元の居住地の市町村で計上するため，事故

前後の比較が可能となっている。

. 被災自治体を対象とした避難指示解除後の自

殺・メンタルヘルス対策

対象の飯舘村は，福島県浜通り北部の相双地域に

位置し，2011年 3 月11日時点の人口は6,509人であ

る。福島第一原子力発電所から40 km であったが，

放射線量が年間積算20ミリシーベルトに達するおそ

れがあることから，2011年 4 月22日に計画的避難区

域として避難指示が出され，住民が村外への避難を

余儀なくされた。その避難指示は，2017年 3 月31日

に帰宅困難区域を除く地域で解除された。2018年12

月 1 日時点の村内居住者数は958人で，4,754人は避

難先で生活している状況である9,10)。

1) 住民健診の場を活用した精神的健康度や自殺

念慮に関するスクリーニングおよび個別支援

（ハイリスクアプローチ）

 精神的健康度や自殺念慮に関するスクリーニ

ング

飯舘村に住民票がある18歳以上の県内居住者を対
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図 避難指示解除区域の自殺死亡率のモニタリングおよび被災自治体における自殺・メンタルヘルス対策の
概念図

図 避難指示解除区域の市町村
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象とした「こころの健康アンケート」が実施された。

この質問紙調査は，定例の集団住民健診にあわせ

て，健診の際に保健師等による面接で，あるいは健

診を受診しない住民へは郵送法で，2017年，18年い

ずれも 5 から 6 月にかけて実施された（2017年

4,828人，2018年4,729人）。調査項目は，基本属

性（性別，年齢，震災前後の同居家族の人数，現在

の居住形態），心理的変数（K6 scales 日本語版

（K6)11)，ストレスの有無，ストレス解消の有無），

睡眠状況（睡眠満足度，睡眠薬の長期服用），村岡

らによるソーシャルサポート 5 項目12)，生活での困

りごと（自由記述）とした。K6 は，◯神経過敏に

感じましたか，◯絶望的だと感じましたか，◯そわ

そわ，落ち着かなく感じましたか，◯気分が沈み込

んで，何が起こっても気分が晴れないように感じま

したか，◯何をするのも骨折りだと感じましたか，

◯自分は価値のない人間だと感じましたか，の 6 つ

の質問で構成され，回答選択肢は「全くない」，「少

しだけ」，「ときどき」，「たいてい」，「いつも」の 5

件法で回答を求め，それぞれの選択肢で 0 から 4 点

までの点数を与え，これを 6 項目で合計したものを

尺度得点とした（得点の範囲＝0～24点）。ソーシャ

ルサポートは，◯困った時の相談相手，◯身体の具

合の悪いときの相談相手，◯日常生活を援助してく

れる人，◯具合の悪いとき病院に連れて行ってくれ

る人，◯寝込んだとき身の回りの世話をしてくれる

人，の 5 つの質問で構成されている。これら 5 項目

に該当する人がいるか否かを尋ねるものである。上
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記の調査項目に加え，2018年は地域自殺対策計画策

定のため自殺念慮に関する調査項目を追加し，自殺

念慮に関する現状を把握するとともに，ハイリスク

者の選別のために活用した。（質問内容「これまで

に『自殺したい』と考えたことはありますか」，

「時期はいつですか（震災前・震災後・1 年前・こ

こ数か月以内）」）。

 ハイリスク者への個別支援

先のスクリーニングの結果から，精神的健康度

（K6 得点が13点以上，睡眠状況が良好でない），生

活上での困りごとがある，自殺念慮（ここ 1 年以内

の自殺念慮がある（2018年のみ））などを総合的に

判断しハイリスク者を選別したが，避難や避難指示

解除によりコミュニティーに変化が生じている状況

から，ソーシャルサポート（ソーシャルサポートが

十分でなく孤立している）もあわせてハイリスク者

選別に考慮した。手順は，健診時の場合，面接を実

施した飯舘村保健師や被災地支援に入っている福島

県こころのケアセンターの職員らが上記基準に総合

的に判断して選別した。健診未受診者の場合は，郵

送で回答された質問紙票を基に，面接法と同様に，

上記基準を飯舘村保健師が総合的に判断した。ハイ

リスク者へは，まず飯舘村の保健師が電話や訪問な

どでコンタクトを取り，とくにリスクが高い場合に

ついては，筆者が訪問を行い支援する方法とした。

2) 住民リーダーや支援者へのゲートキーパー養

成講座を通じたコミュニティーづくり（ポ

ピュレーションアプローチ）

住民リーダーとして，避難先である応急仮設住宅

の自治会長や，民生委員，支援者である社会福祉協

議会生活支援相談員などを対象に，自殺予防のため

のゲートキーパー養成講座が開催された。内容は標

準化されたゲートキーパー養成プログラム13)に準じ

ているが，被災者が抱えるこころの健康上の課題

や，避難や避難指示解除により元のコミュニティー

や生活環境に変化が生じている状況から，とくに

ゲートキーパーの役割としての「声がけ」が住民同

士の人づきあいを促進させ，新たな環境でのコミュ

ニティーづくりに寄与し，孤立防止や自殺対策にも

つながる14,15)ことを強調した内容とした。また，支

援者に対しては，訪問頻度を高くし住民と密にかか

わることが，住民の孤立を防ぎ，結果的に精神的健

康度向上に寄与する16)，といった内容とした。これ

らの内容については，飯舘村保健師と筆者らと協議

の上決定した。

3) 被災自治体への技術支援

1）の精神的健康度や自殺念慮に関するスクリー

ニングの実施方法や調査項目，およびスクリーニン

グでハイリスク者と選別された住民への個別支援に

ついて，専門的知見から，飯舘村保健師へ技術支援

を行った（図 1）。また，2）の住民リーダーや支援

者へのゲートキーパー養成講座についても，企画段

階から養成の目的や対象，講座の内容に関して飯舘

村保健師へ助言を行い，あわせて講師も務めた。

加えて，2018年度内に地域自殺対策計画策定の必

要があったため，筆者らが飯舘村保健師へ計画策定

に関する技術支援を行った。先ずは，避難指示解除

後に帰還した住民や，避難先で新たに生活拠点を構

えた住民の抱えている健康課題などを，KJ 法を用

いて抽出した。次いで，飯舘村が実施している自

殺・メンタルヘルス対策に関わる事業整理を行うと

ともに，計画策定に向けた具体的な進め方，とくに

飯舘村役場の管理職・一般職員向けの研修や，飯舘

村で実施している事業の棚卸し17)の具体的な方法を

検討した。

. 倫理的配慮

福島県立医科大学倫理委員会より承認を受け実施

した（2017年 8 月 8 日，承認番号29160）。

 活 動 内 容

. 自殺死亡率のモニタリングおよび自殺・メン

タルヘルス対策の検討（図，表）

モニタリングの対象自治体の人口は男性61,336

人，女性62,311人（2017年住民基本台帳人口）であ

る。解除区域の男性の自殺死亡率は，事故直後全国

値より高くなった（43.5）が，以後 3 年間全国水準

を下回っていた（2012年24.1, 2013年26.1, 2014

年18.5）。その後，避難指示解除が始まった2015

年から2017年まで 3 年間は高い状況が続いた（2015

年35.8, 2016年25.5, 2017年32.6）。女性は，

事故後2年間は低い水準（2011年14.6, 2012年

7.3）だったが，2013年に上昇（20.7）し，その後

もほぼ全国水準よりも高く推移した。とくに避難指

示の解除が進んだ2017年は有意に上昇した（24.1）。

標準化死亡比（SMR）は被災直後の2011年の男性

において，全国値よりも有意に高かった（1.39（95

信頼区間1.021.87））。女性では2017年で2.46（95

信頼区間1.434.16）と全国と比較し有意に高い状

況であり，被災後の期間では2017年のみ全国水準よ

りも有意に高い状況であった。

以上の結果，男性では避難指示が解除され始めた

2015年から全国水準よりも高い水準で推移し，女性

では避難区域内の対象人口が多い浪江町，飯舘村，

富岡町で避難指示が解除された2017年に急激に自殺

死亡率が上昇し，被災以降では最も高い水準となっ

た。この自殺死亡率上昇の要因の一つとして，仮設
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図 避難指示解除区域の自殺死亡率の年次推移

表 避難指示解除区域の自殺の標準化死亡比（SMR)

2009 2010 2011 2012 2013

男 性 0.96(0.681.35) 1.04(0.741.45) 1.39(1.021.87) 0.84(0.551.26) 0.84(0.551.27)

女 性 1.13(0.592.09) 1.32(0.732.32) 1.02(0.521.94) 0.58(0.211.43) 1.65(0.942.85)

2014 2015 2016 2017

男 性 0.94(0.621.42) 1.35(0.941.92) 1.16(0.781.73) 1.30(0.881.91)

女 性 1.38(0.732.55) 1.32(0.652.61) 0.61(0.201.69) 2.46(1.434.16)

太字P＜0.05 ( ）95信頼区間 基準値全国値
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住宅で構築されたコミュニティーの再分離が影響し

た可能性が考えられた。その理由として，当該区域

の応急仮設住宅入居者数は2016年 4 月の13,157人か

ら，1 年間で6,715人（2017年 4 月）と約半数が仮

設住宅から転居した状況があげられた。このモニタ

リングの結果を受け，飯舘村保健師と改めて自殺・

メンタルヘルス対策の方向性を検討し，「地域づく

り」や「コミュニティーの再構築」の視点を強調し

た内容にすることを再確認した。

. 被災自治体を対象とした避難指示解除後の自

殺・メンタルヘルス対策

1) 住民健診の場を活用した精神的健康度や自殺

念慮に関するスクリーニングおよび個別支援

（ハイリスクアプローチ）

 精神的健康度や自殺念慮に関するスクリーニ

ング

2017年のこころの健康アンケートの対象者4,828

人のうち， 1,405 人から回答を得た（回収率

29.1）。そのうち，精神的健康度（K6得点が13点

以上，睡眠状況が良好でない），ソーシャルサポー

ト（ソーシャルサポートが十分でなく孤立してい

る），生活上での困りごとがある，の項目を総合的

に判断して選別されたハイリスク者は191人であっ

た。

2018年では，対象者4,729人のうち1,308人から回

答を得た（回収率27.7）。そのうち，2017年時と

同様の項目および，ここ 1 年以内の自殺念慮含め総

合的に判断して選別されたハイリスク者は，171人

であった。地域自殺対策計画策定のために把握した

自殺念慮経験者の割合は10.8（141人）で，その

うち 1 年以内の自殺念慮があった者の割合は16.3

（23人）であった。なお，2017年，18年いずれも健

診の際に面接法で状況を把握した割合は85であ

り，郵送分の回答者数がわずかであった。

 ハイリスク者への個別支援

上記にて選別されたハイリスク者への個別支援

は，まず，飯舘村の保健師 5 人でハイリスク者に対

して，スクリーニング終了後，随時訪問や電話等で

コンタクトを取り状況を確認した。その中でもアル

コール依存やうつ状態，自殺念慮などのリスクが特
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表 飯舘村保健師からあがった帰還した住民や，

避難先で新たに生活拠点を構えた住民の抱え

ている問題・課題の現状

ソーシャルネットワーク・コミュニティーに関する

こと

農業や畑仕事ができなくなり，楽しみ，生きがいが

なくなった

避難指示解除後の飯舘村の地域ネットワーク機能が

喪失している

かつての仲間が村にはおらず，孤独

家族・地域内での役割を見つけられない

自分のことを何でも相談できる相手を失ってしまった

民生委員の数自体も少ないので，帰還した住民を回

り切れない

(転居先の）新しい地域でなじめない。知り合いがい

ない

復興公営住宅で生活を開始した住民の単身，高齢者

の割合が高く，孤独死が懸念

故郷への愛着，思いが強い

自主的な地域づくりに関する活動，取り組みへ何ら

かの支援が必要

村内のコミュニティーを再構築，再び住民がつなが

ることができる機会を設ける必要がある

帰還した住民でなくても参加できるイベントを企画

する必要がある

健康上の問題

トラウマ体験について話しができる場がない，問題

が未解決のままの住民もいる

日中やることがないので飲酒してしまう

子供家族との再同居で，気を使ってしまう，居場所

がなくなった

村に戻る，戻らない，戻れない，と日々葛藤している

村内の医療や福祉などの社会的資源が乏しい

自動車の運転できない高齢者はなかなか病院に受診

できない状況になった

今後の生活についての課題

再び就労することが難しい

医療費免除制度や賠償金終了により生活が苦しくな

る住民への支援体制を作る必要性がある

生活困窮者への支援を想定し，スムーズに対応でき

るようにする

ファイナンシャルプランナーとの連携
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に高く，より専門的な支援が必要と判断された住民

については，飯舘村の保健師と同行する形で筆者が

個別に支援を行った（2017年 2 人，2018年 4 人）。

その際行った支援の内容は「アルコール依存症者の

自立した生活を行うためのサポート」，「睡眠状況や

睡眠薬等の服薬指導」，「うつ状態でソーシャルサ

ポートが乏しい住民への支援」，「自殺念慮のある住

民のリスクアセスメントとその支援」などであり，

住民の一般的な精神的健康の課題への対応が主で

あった。

2) 住民リーダーや支援者へのゲートキーパー養

成講座を通じたコミュニティーづくり（ポ

ピュレーションアプローチ）

応急仮設住宅の自治会会長や民生委員，また被災

者を支援する生活支援相談員らを対象としたゲート

キーパー養成講座が計 2 回開催された（仮設住宅の

自治会長・民生委員向け2017年 6 月，生活支援相

談員向け2017年 7 月）。いずれの講座も避難や避難

指示解除後の地域コミュニティーの変化に着目し，

「地域づくりやコミュニティー形成が住民同士のメ

ンタルヘルス向上につながる」ことを意識し，日々

の活動や業務に生かしてもらうことを目的に，ゲー

トキーパーの一般的事項や具体的な地域づくりの事

例に関する講義，寸劇およびグループワークを基本

構成として実施した。参加者からは「ゲートキー

パーとしての役割である身近な人への声がけが大切

だと改めて感じた。何気ない一声でも心が温まる」

といった感想もあり，養成講座を企画した保健師ら

が意図した「ゲートキーパーを通じた地域づくり，

人と人とが支えあう」ことに寄与する内容であった。

3) 被災自治体への技術支援

技術支援のうち，スクリーニングの実施方法やハ

イリスク者への個別支援，ゲートキーパー養成講座

の内容検討および講師については既述したため，こ

こでは住民の健康課題の抽出および自殺・メンタル

ヘルス対策の事業整理について記述する。

住民の健康課題抽出作業は，飯舘村の保健師 5 人

および筆者らで KJ 法を用い作業を行った。抽出さ

れた，避難指示解除後に帰還した，あるいは新たな

生活拠点で生活する住民の抱えている問題や課題の

現状については，「トラウマ体験について話しがで

きる場がない，問題が未解決のままの住民もい

る」，「日中何もすることがなくて飲酒してしまう」，

「家族，地域内で役割を見つけられない」，「農業や

畑仕事ができなくなり，楽しみ，生きがいがなく

なった」といった震災によるトラウマ体験や，生活

環境の変化に伴う役割や生きがいの喪失などの問題

などが上がった。その一方で，「医療費免除制度や
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図 被災地における自殺・メンタルヘルス対策のイメージ図
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賠償金終了により生活が苦しくなる住民への支援体

制を作る必要性がある」，「再び就労することが難し

い」，「子ども家族との再同居で気を遣う，居場所が

なくなった」，「新しい地域でなじめない。知り合い

がいない」，「かつての仲間が村にはおらず，孤独」

などといった避難指示解除後に特徴的な問題が多く

抽出された（表 2）。飯舘村に帰還しても，新たな

生活拠点に転居したとしても，人づきあい，コミュ

ニティーに関わる課題があり，さらには，賠償金や

医療費免除の制度が終了した後の生活の不安などの

問題があることを把握できた。

次いで，保健主管課である健康福祉課で行ってい

る住民への自殺・メンタルヘルス事業の位置づけ，

とくに高リスク群，高リスク予備群および健康的な

群に分けて，現在健康福祉課で行っている事業が，

どの層をターゲットにして行っているものなのか，

何を主眼として行うべき事業なのかを整理するため

に，イメージ図（図 4）を保健師と筆者らと協働で

作成した。これによりターゲットとする住民と展開

すべき事業について職員同士の共通理解が図られ，

地域自殺対策計画に向けた事業整理に役立てられ

た。この図を踏まえ，これまで実施したスクリーニ

ングおよびハイリスク者への個別支援は，高リスク

群への支援として整理し，高リスク予備群に対する

方策として，新たに「管理職向け自殺対策研修」お

よび「一般職員向け自殺研修（ゲートキーパー養成

講座）」を開催することとした。保健部門以外の職

員を対象にした意図は，被災したことにより様々な

手続きが生じ，住民が役場を訪れる機会が平常時よ

りも多くなることが考えられ，その際ゲートキー

パーとしての役割を生かせることができ，結果的に

精神的健康度の悪化した住民のセーフティネットに

もつながり得ることを意図したものであった。その

ため，まずは管理者の理解を得るために，2018年10

月に管理職向け自殺対策研修が開催され，講師を筆

者が務めた。その中で，避難指示解除区域の自殺死

亡率のモニタリング結果を用い，震災直後よりも避

難指示が解除された現在において，自殺・メンタル

ヘルス対策が特に重要であることの理解を図った。

また，2018年11月に開催された一般職員向け自殺研

修（ゲートキーパー養成講座）では，研修会の場を

活用し，各課の事業の棚卸しをあわせて依頼した。

これは保健主管課以外の課に対し，自殺予防に直接

に関連していなくても，結果的に自殺対策につな

がっている事業があることへの意識付けを行うこと

で，効果的な棚卸しにつながることを期待したため

である。その中で「農による生きがい再生支援事業」

といった，避難先で失われていた営利目的ではない

農作業という役割を，帰還後再び農作業に携わるこ

とで生きがいを取り戻せるように，農作業に必要な

資材の購入の助成を行う，という事業が挙がってい

た。今回の研修により，企画した保健師からは，自

殺対策とは直接的には関連のない日ごろの業務で

も，結果的に自殺対策につながっていることを，一

般職員にも意識付けられ，効果的な棚卸しにつな

がった，といった感想が挙がっていた。
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 考 察

. 避難指示解除時期の住民の精神的問題の背景

と被災直後に行われてきた対策との違い

避難指示解除後の住民にアルコール依存症や不

眠，うつ状態，自殺念慮などの健康問題が生じてい

る背景には，避難指示解除後の生活拠点の変化によ

り，現在の人づきあいや地域とのつながりの希薄さ

や，帰還に伴い再び同居生活を始めた家族との関係

などが影響していることが，個別支援結果や飯舘村

保健師からの課題抽出により把握できた。先行研究

では，被災後 3 年経過した時点での住民の精神的健

康が損なわれている原因として，トラウマ反応や喪

失体験といった災害そのものの反応ではなく，仮設

住宅から新たな生活拠点への転居などといった社会

的問題が顕著になった18)，と報告されている。避難

指示解除時期に特有の問題，具体的には生活拠点の

たび重なる変更やコミュニティーの希薄化などへの

対応も，復興期において必要であることがうかがえ

た。

今回は，避難指示解除後に着目した自殺・メンタ

ルヘルス対策を展開したが，住民健診の場を活用し

たハイリスク者のスクリーニングや個別支援を行う

ハイリスクアプローチ，ゲートキーパー養成講座な

どを行いメンタルヘルスリテラシーの裾野を広げる

といったポピュレーションアプローチの手法はこれ

まで平時18,19)あるいは被災直後に行われてきた自殺

対策20)と大きく異なったものではない。しかし，避

難指示が解除されるという，ある一定期間が経過し

てからの対策については，◯自殺死亡率のモニタリ

ング結果をもとに行政機関のステークホルダーにも

事業の必要性を強調できた点，◯避難指示解除，あ

るいは仮設住宅の無料供与など何らかの被災者を支

援する制度が終了する時期に自殺死亡率が上昇しう

ることを踏まえ，それに応じ，被災自治体が被災者

への支援活動，事業展開を継続，強化するなどの判

断が出来た点が特徴として挙げられた。実際今回の

活動でも，行政機関のステークホルダーへも事業の

重要性を働きかけることができた。

その一方，これまで被災直後から様々な自殺・メ

ンタルヘルス対策が行われてきたが，原子力発電所

事故に関しては，わが国では例を見ない災害であっ

たため，これまでの自然災害とは異なる点も多々

あった。特に被災した住民が住民票を異動しないで

県内外の広範囲に避難し，健康支援の必要性があっ

たとしても，被災自治体のみでの人的資源では非常

に対応が困難であった。特に，避難指示解除後は，

他の自治体からの応援職員派遣や，任期付き職員の

任用といった災害対応体制から徐々に平常の人員体

制に移行する時期となり，被災者の健康支援を対応

できる人員も少なくなる時期でもある21)。そのため

すべての事業を行政機関が行うのではなく，ハイリ

スクアプローチの部分は被災自治体保健師の主導の

下で，ポピュレーションアプローチに関しては，行

政機関と社会福祉協議会や地域リーダー，ボラン

ティアなど様々な機関と連携しつつ，事業対象をセ

グメンテーション（細分化）して，限りある人的資

源を最適な分配を行う必要性があることを，保健師

とのイメージ図（図 4）作成の際にも認識できた。

このことが，避難指示解除後も事業を継続するため

にも不可欠になってくることが，今回の被災自治体

へ技術支援を通じて明確化された。

. 将来的に発生しうる大規模災害後の被災地自

殺・メンタルヘルス対策への応用

被災自治体と協働し，避難指示解除後の自殺・メ

ンタルヘルス対策を展開したが，住民健診の場を活

用したハイリスク者のスクリーニングや個別支援，

ゲートキーパー養成講座や，健康情報の提供などと

いった事業はすでに有用性が高い18～20)，といった

報告があり，今後発生しうる大規模災害の被災地に

おいてでも活用できうると考えられる。加えて，当

該地域の自殺死亡率のモニタリングを行うことで，

被災した後に一定期間経過した後に自殺死亡率が上

昇する点7,22)や，避難指示解除後や仮設住宅の無償

供与終了等，生活環境の劇的な変化やコミュニ

ティーの再分離，経済的支援の終了といった時期に

おいて，自殺死亡率が変動しうることを把握するこ

とができ，また，それに対応する自殺・メンタルヘ

ルス対策を展開する際にも貴重な資料となりうると

考えられる。実際，東日本大震災で被災した岩手県

および宮城県も含めた，被災 3 県の県全体では自殺

死亡率が復興期においてもおおむね低下傾向にあ

る8)ことからも，被災地域に特化した自殺死亡率の

モニタリングを行うことは，被災地域における自

殺・メンタルヘルス対策を展開する上での基礎資料

として，その有用性が高いことが示唆された。

今回は地域自殺対策計画策定に合わせて，職員の

意識変容を促す目的で，自治体内の保健福祉分野以

外の職員に対する研修を行った。被災者は，罹災証

明や仮設住宅に関する手続き，家屋の処分など，平

時よりも役所職員とのコンタクト機会が多くなると

から，このような研修は復興期も含め被災急性期の

段階から取り組むべき事業であったことも示唆さ

れ。また，事業の棚卸に関しても，研修と合わせて

定常的に行うことで，日ごろ行っている日常業務が

結果的に自殺対策につながっていることを意識して



415415第66巻 日本公衛誌 第 8 号2019年 8 月15日

もらう一助になることも考えられた。このように，

被災自治体の一般職員も地域づくりのための重要な

一員であることを意識づけられたことは，将来的な

災害後の被災地での対策へ活用できうることが示唆

された。

. 活動の限界点

自殺死亡率のモニタリングに関して，今回のデー

タがホームページ上に公表されている人口動態調査

データであるため，今回示した結果よりも詳細な分

析，具体的には自殺に至る背景や原因の分析が不可

能であった。しかし，福島県民の精神的な健康の回

復に関連する要因を検討した研究では，「震災によ

る失業」や「暮らし向きが苦しい」と回答した群に

おいて，有意に精神的健康度の回復が阻害されてい

た結果が報告されている23)ことから，自殺に至る住

民のメンタルヘルスの課題についてもおおよそ類似

していることも想定される。避難指示解除区域では

2018年 3 月には精神的損害への賠償が終了し，2019

年 3 月には仮設住宅の無償提供の原則終了が決定し

ており，このような経済的な支援の終了が，より一

層住民の精神的健康度を悪化させ，自殺死亡率が上

昇する要因にもなり得ることからも，今後も避難指

示解除区域におけるモニタリングを継続することが

不可欠である。また，避難指示解除後の自殺・メン

タルヘルス対策の対象である被災自治体のデータの

みで自殺死亡率のモニタリングを行う場合，自殺者

数が少なすぎるため事業評価としては参考程度にし

かならない点が限界点である。また，自殺死亡率以

外の指標も事業評価には活用すべきではあるが，何

をその評価に用いるかが今後の検討課題でもある。

このような限界点があるものの，飯舘村の自殺死亡

者数は，震災前は年間 0 から 2 人で推移し，震災以

降および避難指示解除後も急激な増加は認められて

いない状況である（2009年1 人，2010年4 人，

2011年1 人，2012年1 人，2013年2 人，2014

年1 人，2015年0 人，2016年0 人，2017年 1

人)8)。今回飯舘村で展開された自殺・メンタルヘ

ルス対策が自殺者数の抑制という一定の成果が得ら

れたことも示唆された。

 お わ り に

今回，原子力発電所事故後による避難指示解除後

の自殺・メンタルヘルス対策を被災自治体と協働で

行った。避難先で構築されたコミュニティーが再び

分離するといった，避難指示解除時期に特徴的な背

景を踏まえ，地域づくり，コミュニティーの再構築

を意識したゲートキーパー養成講座や，被災者が役

所職員とのコンタクトの機会が増えることを念頭に

被災自治体の一般職員に対する研修への支援を行っ

た。

避難指示解除後といった時期は，これからさらに

復興が進み，将来的な展望が見えやすくなり，精神

的健康度も改善しやすくなるような印象を持ってし

まいがちになる。しかし，むしろこの時期に自殺死

亡率が再度上昇する結果からも，当該地域での自

殺・メンタルヘルス対策をより一層強化していく必

要がある。さらに，すでに発生した大規模災害や将

来的に発生しうる災害においてでも，仮設住宅の無

償供与など何らかの被災者を支援する制度が終了す

る時期に，自殺死亡率が上昇することを念頭に置い

た支援活動，事業展開を進める必要性があることが

考えられた。

今回の活動報告が，原子力発電所事故後の避難指

示が解除された他の被災自治体や，他の大規模災害

の被災自治体などにも活用されることを期待する。

本研究の実施にあたり，福島県飯舘村健康福祉課の職

員の皆さま方に多大なご協力をいただき，この場を借り

て厚く御礼申し上げます。本調査は，環境省科学研究費

補助金「放射線による健康不安対策の推進に関する研究

―被災地域における生涯を通じた健康支援システムの構

築とその効果の検討―」および福島県立医科大学研究支

援事業（育成研究）にて実施した。開示すべき COI 状態

はない。
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